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１．コージェネレーションシステムとは 

コージェネレーションシステムの仕組み   

コージェネレーションシステム（以下、コージェネ）は、発電する際に発生する廃熱を有効
利用するシステム。 

発電方法として、ガスエンジン、ガスタービン、燃料電池の３つのタイプがある。 



●コージェネは、電気を使用する場所で発電する「分散型発電システム」である。送電ロスもなく、発電と
同時に発生する熱を有効利用できるため、省エネ、省CO2が実現できる。 

◆省エネ、省CO2 

分散型電源の特徴①  
１．コージェネレーションシステムとは 
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●万が一停電になった場合も、ガス供給が継続されている限り、ガスコージェネレーションシステムによ
り重要負荷に長時間、安定した電力を供給することが可能です。（一定の要件を満たした場合） 

●電源を多重化することで、非常時においても電力の安定確保を実現する。 

◆電力の安定確保 

分散型電源の特徴②  
１．コージェネレーションシステムとは 

6 
出典：都市ガス事業の現況 

※図のシステムは、標準仕様ではありません。 



１．コージェネレーションシステムとは 

7 
出典：東京ガスホームページ 

（参考）高圧・中圧ガス導管の耐震性 

 高圧・中圧ガス導管は、阪神・淡路大震災、東日本大震災クラスの大地震にも十分耐えられる構造
となっており、基本的にガスの供給を停止することはない。したがって、コージェネレーションシステ
ムなどに供給することで、信頼性の高いエネルギー供給システムを構築することができる。 



１．コージェネレーションシステムとは 

8 出典：東京ガスの地震防災対策 

（参考）低圧ガス導管の耐震性 

 低圧導管においては、地震や腐食に強いポリエチレン管（ＰＥ管）の導入促進につとめている。この
10年間でＰＥ管の累計延長は約2倍に増加となった。 

出典：都市ガス事業の概要 



●需要家にて発電するため、電力のピークカットとなり、節電や電力負荷平準化に貢献できる。 

◆電力のピークカット 

分散型電源の特徴③  
１．コージェネレーションシステムとは 
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(参考)コージェネと他のシステムの違い 
１．コージェネレーションシステムとは 

10 

省エネ ピーク電
力の削減 

電気使用
量の削減
(節電) 

防災性の
向上 

出力の調
整 

(導入例) 

規模/必要な敷
地面積 

コージェネ ○(廃熱の
利用が可) 

○ ○ ○ ○ 25kW 

1.6m2※1 

蓄電池 △(放電ロ
ス有) 

△(季節間
対応は不
可) 

×(貯蔵設
備のため） 

△(容量が
小さいた
め限定的) 

○ 11.2kWh※3 

1.1m2※2 

太陽光発
電 

◎(創エ
ネ) 

×(太陽光
に依存) 

○ ×(太陽光
に依存) 

×(太陽光
に依存) 

5kW 

25.9m2※2 

 分散型電源として、蓄電池・太陽光発電もあるが、コージェネとは特異分野が異なり役割が異なる。 
 コージェネは防災性に強みがあり、太陽光発電は省エネに強みがある。太陽光発電の出力の不安
定さをコージェネや蓄電池等で補っていくことが望ましい。 

※1 ヤンマーカタログを元に試算(CP25D1-TNJG) 
※2 パナソニックカタログを元に試算(P247αPlus、LJP25533K) 
※3 1kWhは、1kWを約1時間出力できる容量 
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第５次エネル
ギー基本計画 
（2018.7） 

地球温暖化
抑制と適応 

エネルギー 
需給構造 

パリ協定 
(2015.12) 

国連SDGs 
(2015.9) 

建築物省エネ法(2015～） 

国土強靭化 
基本計画 
（2014.6） 

FIT導入 
（2012.7） 

       分散型エネルギーの普及拡大 

第２次 
国土形成計画 
（2015.8） 

第４次エネル
ギー基本計画 
（2014.4） 

第５次 
環境基本計画 
（2018.4） 

低炭素まちづくり
法 

（2012.12） 

政策課題 

全面自由化 
（2016～） 

地球温暖化 
対策計画 
（2016.5） 

長期エネルギー 
需給見通し 
（2015.7） 

エネルギー革新戦略 
（2016.4） 

国土強靭化 
・ｺﾝﾊﾟｸﾄｼﾃｨ 

まち ひと しごと 
創成戦略改定 
（2017.12） 

第4次 
環境基本計画 
（2012.4） 

（年度）     2012          2013          2014          2015          2016          2017          2018 

                        再エネの導入拡大 
  徹底省エネ 

  地域産業化  

エネルギーシステム 
が目指す方向性と 

主要政策の経緯 

都市再生特別 
措置法改正 
（2016.12） 

省エネ法改正 
（2018.6） 

２．エネルギー・環境政策とコージェネの位置づけ 

 東日本大震災後のエネルギー需給構造の変化・システム改革の進展 
 国連SDGs制定、パリ協定発効等を受けた、さらなる低炭素化の取組みの加速 
 人口減少、老朽化ストック対策としての都市構造改革 
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２．エネルギー・環境政策とコージェネの位置づけ 

コージェネの推進 
分散型システム推進 

第５次エネルギー基本計画 
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２．エネルギー・環境政策とコージェネの位置づけ 

14 

熱自体の供給源を低炭素化することに対する関心が高まっている。主に高温域を占め
る産業用に関しては、製造プロセス技術開発、省エネルギー設備の導入促進、コージェ
ネレーションの利用や廃熱のカスケード利用促進を行うことが重要 

熱供給事業に関するシステム改革により熱電一体型の熱供給を行うための環境整備が
進んだことを踏まえ、コージェネレーションや廃熱などのエネルギーを一定の地域で面的
に利用する、地産地消型でのエネルギーの面的利用を推進する 

（P.69）第２章第２節７.エネルギーシステム改革の推進 

（P.24）第２章第１節４.（２）熱利用：コージェネレーションや再生可能エネルギー熱等の利用促進 

建築物や工場、住宅等の単体での利用に加え、周辺を含めた地域単位での利用を推
進することで、コージェネレーションの一層の導入拡大を図っていくことが必要 

地域のエネルギーを有効活用する地産地消型システムは、省エネの推進や再エネの普
及拡大、エネルギーシステム強靭化に貢献する取組として重要であり…（中略）…、太陽
光発電や燃料電池を含めたコージェネレーション、EV・定置用蓄電池等の分散型エネル
ギーリソースの拡大 

（P.77）第２章第２節１０．エネルギー産業政策の展開 
（２）②地域の特性に応じて総合的なエネルギー需給管理を行う分散型・地産地消型エネルギーシステム 

・・・第４次基本計画の記載が継承された 

・・・第５次基本計画に新規に加筆された 

出典：経済産業省 第５次エネルギー基本計画の概要（2018年7月3日） 

コージェネレーションについては、二次エネルギー構造

の改善を担う重要技術として一項目が設けられるととも

に、PVや蓄電池等とともに分散型・地産地消エネルギー

リソースの１つとして位置づけられている。 

14 



第５次環境基本計画 

（本文より）「国土のストックとしての価値向上」 
(3)環境インフラやグリーンインフラ等を活用したレジリエンスの向上（平時から事故・災害時まで一貫した安
全の確保） 
地域ごとに自立した分散型エネルギーとして、コジェネレーション、燃料電池等と組み合わせながら再生可
能エネルギーを最大限導入することや、廃棄物処理施設を地域のエネルギーセンターや防災拠点として位
置づけることで、災害が生じた際も必要なエネルギーを迅速に供給することができる。 

出典： 環境省 第５次環境基本計画の概要, 2018.4.17 15 

２．エネルギー・環境政策とコージェネの位置づけ 
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●国土強靭化の基本的考え方（第１章）、脆弱性評価（第2章） 略 

出典： 国土強靭化基本計画  
2014.6.3 

（本文より） 
 
我が国の大規模エネルギー
供給拠点は太平洋側に集中
しており、南海トラフ地震や首
都直下地震により供給能力が
大きく損なわれるおそれがあ
るため、個々の設備等の災害
対応力や地域内でのエネル
ギー自給力、地域間の相互融
通能力を強化するとともに、エ
ネルギーの供給側と需要側の
双方において、その相互補完
性・一体性を踏まえたハード
対策とソフト対策の両面から
の総合的な対策を講じること
により、エネルギーサプライ
チェーン全体の強靱化を図る。 
 
コージェネレーション、燃料電
池、再生可能エネルギー、水
素エネルギー等の地域におけ
る自立・分散型エネルギーの
導入を促進するとともに、ス
マートコミュニティの形成を目
指す。 

16 

２．エネルギー・環境政策とコージェネの位置づけ 

国土強靭化基本計画 
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 2017年度のコージェネ設置容量は5,382千kW。対前年88千ｋＷ増加。 

３．コージェネの普及状況 

コージェネ導入量 

（
折
線
グ
ラ
フ
：
｜
） 

（
棒
グ
ラ
フ
：
■
■
■
） 

■年度別導入容量（スチームタービン除く（以下同じ）） 

※撤去分を差し引いているため、導入量よりも撤去量が多い場合はマイナスになる。 
18 



 容量推移(左下グラフ)をみると、特に病院への導入量が大きいとわかる。一方、件数推移（右下グ
ラフ）をみると、飲食店に次いで病院や福祉施設への導入件数が大きいとわかる。 

 給湯など、熱需要が多い施設にコージェネ導入が多い傾向がある。 

３．コージェネの普及状況 

■用途別設置容量推移（千kW） ■用途別設置件数推移（件） 

業務用における用途別推移 

19 

病院 

福祉施設 福祉施設 

病院 



 病院では大容量(大型)のコージェネを導入している。一方、福祉施設は小容量(小型)のコージェネ
が中心となっている。 

３．コージェネの普及状況 

（
棒
グ
ラ
フ
：
■
） 

（棒
グ
ラ
フ
：
■
） 

事務所 病院 地冷 複合 物販 レジャー 宿泊 
研修
研究 

学校 スポーツ 
福祉
施設 

飲食店 

1件当たり
容量（kW） 

434 261 3,462 850 273 84 86 564 256 53 18 6 

■1件あたり容量（kW） 

業務用における導入機種の傾向 
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３．コージェネの普及状況 

用途 建物例 

事務所 事務所、コンピュータービル、庁舎 

病院 公立病院、私立病院、大学病院 

地冷 地冷、廃熱の大部分を地冷に売却する物件 

複合 用途がまたがっている物件 

物販 百貨店、スーパー、専門店街 

レジャー プール、ボーリング場、健康ランド、公衆浴場 

宿泊 ホテル、旅館 

研修・研究 研究所、研修所、集会所 

学校 大学、高校、中学、小学校 

スポーツ フィットネスクラブ、公営スポーツ施設 

福祉施設 老人福祉施設、障害者福祉施設 

飲食店 レストラン、食堂 

住宅 集合住宅、戸建住宅 

公共施設 美術館、博物館、市場、清掃工場、水道処理施設、斎場等 

その他 電算センターなど 

（参考）業務用用途分類 

21 



出典：コージェネ財団ホームページ 

 他燃料も含んだ2017年度末の累積設置容量は17,604台となる。（天然ガス利用は11,827千台) 

３．コージェネの普及状況 

(参考)［全燃料］コージェネ導入量 

22 

累計設置台数の年度推移 （撤去 ・削減分 を差し引いた値） 

※家庭用燃料電池(エネファーム)や家庭用ガスエンジン(エコウィル、コレモ）は含んでいない。 

・・・4,673台 

・・・12,931台 
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東日本大震災の発災後、常用防災兼用発電設備を所有する重要顧客には、震災後も中圧ガス供給
システムによって供給が維持され、常用防災兼用ガスコージェネレーションは、系統電力が復電する
までの間、建物内への電力供給に貢献しました。 

需要家名 ガス供給圧
力 

コージェネレーション 容量 

某医療施設 中圧 常用防災兼用 ５００ｋＷ×２台 

某医療施設 中圧 常用防災兼用 ３５０ｋＷ×２台 

某医療施設 中圧 常用防災兼用 ２２０ｋＷ×２台 

某データーオフィス 中圧 常用防災兼用 ６４０ｋＷ×２台 

ガス専焼方式（都市ガス単独供給方式）注 

通常時は都市ガスによりガスコージェネレーションシステムとし
て稼動し、非常時も都市ガスによる非常用発電機として給電を
行うシステム 
①中圧導管が400ガル程度までの地震に耐えること 
②１台設置も可能 
③非常時には40秒以内に防災負荷への電力供給 

注：消防庁予防課長通達 第137号、第102号によります。 
  都市ガス単独供給方式の場合、ガス供給系統の評価を行う 
  ため、日本内燃力発電設備協会にて技術評価が必要です。 

消防庁予防課長通達（第137号、第102号）で、予備燃料不要
の都市ガスのガス専焼方式が認められています。 

（都市ガス単独供給方式による、常用発電と非常用発電を兼ね備
えた１台のガスコージェネレーション） 

常用防災兼用ガスコージェネレーションシステム 

 停電時でも発電し電力供給した 
 常用防災兼用ガスコージェネ 

 レーション 

出典：日本ガス協会エネルギーシステム部 東日本大震災発生後のガス供給状況, 2011年9月 
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４．災害時における医療・福祉施設でのコージェネの活躍 

◆東日本大震災について 

24 



• 宮城県北部の大崎市民病院は、基幹病院・災害拠点病院として築後40年以上経過。高
度医療の提供や療養環境充実のため移転新築を決定 

• 東日本大震災の経験に基づき、熱源・電源の多様化・多重化による省エネルギー性と防
災対策の両立を図り、今後の災害拠点病院のモデルとして計画 

本館 

大崎市民病院 概要 

■ 開院： 2014年4月 
■ 敷地面積：  約3.2ha 
■ 階数： 地上9階／地下1階／屋上ヘリポー
ト 

■ 構造： 鉄筋コンクリート構造（本館：免震
構造  
            エネルギーセンター：耐震構造） 

■ 延床面積： 47,871㎡ 
■ 病床数： 456床（増床時500床） 

エネルギー 
センター棟 

冷 房

暖　房

蒸　気A重油蒸気ﾎﾞｲﾗ2.0t/h×3台

ｶﾞｽ蒸気ﾎﾞｲﾗ2.5t/h×4台

電　気

給　湯
排熱利用ﾋﾞｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ給湯器

35kW×4台

ペレットボイラ

蒸気二重効用吸収冷凍機
1582kW×1台

太陽光発電

＜ダブル発電＞

非常用発電機
ディーゼルエンジン

高圧受電

電　力

都市ガス

ﾓｼﾞｭｰﾙ連結型空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ150kW×18台

A重油

ペレット

スクリューチラー527kW×3台

中圧供給

井水 膜ろ過装置 上　水

コージェネレーション
25kW×1台

従前比33%のCO2削減効果 
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№ 顧客名 機種/容量 状況 ・ * お客様の声 

１  A病院様 
ガスエンジン 
200kW×2 

５日AMに復電 スポットクーラ等貸出 

*電気空調が不動の中、スポットクーラー、扇風機も貸していただき感謝して
いる 

2  B病院様 
ガスエンジン 
110kW×1 

*当日に駆けつけていただき、手動起動いただき助かった 

3  C病院様 
ガスエンジン 
110kW×1 

単独運転  *33時間単独給電 病院内でコジェネが高評価 

 

4 D病院様 
ガスエンジン 
110kW×1 

BOS起動 単独運転  *短時間であったが照明を維持することができた 

 

（大阪ガス提供） 
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• 2018年9月6日(木)3時07分頃、北海道胆振地方中東部でマグニチュード6.7の地震が発生 
 （厚真町で震度７、千歳市で６弱、札幌市北区で５強、等）。北海道全域で停電が発生（約295万戸）。 
• 都市ガスは中圧・低圧とも供給を継続。建物や工場のコージェネレーションが電力の継続的供給に貢献。 
• 停電は9月7日(金)約144万戸、9月8日(土)約１万戸。9月10日～14日の日中、20%節電要請を実施。 

 
• ガスエンジン約960kWを備え、停電直後から重要負荷のみならず、順次給電範囲を拡大して厨房・透析・Ｃ
Ｔなどの機能を回復。救急隊要請を受け入れることが出来た。 

• 必要電力の大半を確保でき、夕食は厨房の暖かい食事を提供することが可能だった。 
（北海道ガス提供、およびm3.com 医療維新ウェブサイトの記事に基づく） 

地域医療機能推進機構（JCHO）北海道病院様 

◆2018年度の災害について 

• 2018年9月4日(火)の台風21号により広範囲にわたる停電が発生(約218万戸)。   
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 ・電力2回線受電＋常用防災兼用発電設備の設置によるノンダウン化 
 ・ガス・電気併用のエネルギーの多重化による信頼性向上 
 ・用水の備蓄による災害時対策 
 ・ガス中圧導管（耐震認定取得）により、冷暖房・給湯・蒸気を 
  災害時にも安定供給 
 ・臨時供給設備及びその接続配管の施工 
 ・被災時の未利用エネルギーの活用（太陽熱エネルギー等） 

・ガス・電気併用のベストミックス熱源による効率運用 
・高効率機器の採用、空調設備の完備（手術室、病室） 
・低ランニングコスト、省電力 
・環境性、経済性、調理性、衛生性を考慮した厨房設備の実現 
・メンテナンスの外注による維持管理業務の簡素化 
・エネルギー使用状況の見える化 
・未利用エネルギー活用 

通常時に求められるニーズ・対策等 非常時に求められるニーズ・対策等 

システムの特長：医療設備を確実に稼動させるためにエネルギーを多重化。商用電力が停電した場合には、ガスエンジンが医療用重要負荷へ給電。 

冷温水 

ポンプ 電力供給 

電力供給 

温水 温水 

常用防災兼用 
ガスエンジン 
コージェネ 貯湯槽 

ｶﾞｽ温水 
ﾎﾞｲﾗ 

ｶﾞｽ蒸気 
ﾎﾞｲﾗ 

ﾅﾁｭﾗﾙ 
ﾁﾗｰ 

給水 

ベストミックス熱源システム 

ベストミックス熱源システムにより、通常時は負荷
に応じた最適運用が可能となります。ガス熱源、
コージェネ廃熱、電気熱源の併用によるエネル
ギー源の多重化により、節電時の運転パターンの
変更等、エネルギーセキュリティの向上が図れます。 

＋ 

電動ターボ 
冷凍機 

ナチュラルチラー・ 
ジェネリンク 等 

非常時のみ運転する専用発電設備とは違い、
常用防災兼用設備で常時稼動しているため
定期的なメンテナンスが行われており、非常
時の起動の際にも高い信頼性が確保され、
防災電力を賄うことができます。 

常用防災兼用発電設備 

常用防災兼用 
ガスエンジン 
コージェネ設備 

ガス蒸気ボイラ 

給湯、空調、厨房をはじめ、リネン、滅菌、加湿
など多様なニーズに応えます。非常時に備えて、
ガスと油のデュアル方式も可能です。 

ガス厨房設備 

ﾀｰﾎﾞ 
冷凍機 

電力 

大規模病院の厨房ではガスの立ち上がりの
早さが重要なポイント。 

ガスコンロ、中華レンジ、ゆで麺器、フライヤ、
回転釜等なら、停電時の調理も可能です。 

中圧導管は非常に耐震性に優れ、東日本大震災
クラスの地震の際も基本的にはガスを停止するこ
とはありません。信頼性の高い中圧導管から直接
ガスを供給する「中圧供給」により、災害時にも継
続的にエネルギーの確保が必要な病院の機能維
持を可能にします。 

信頼性の高い中圧導管 

◆大規模医療施設に求められるエネルギー関連機能 
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◆中・小規模医療施設に求められるエネルギー関連機能 

 ・エネルギーセキュリティーの向上 
 ・ガス・電気併用のエネルギーの多重化による信頼性向上 
 ・ガス中圧導管により、冷暖房・給湯・蒸気を災害時にも安定供給 
 ・臨時供給設備及びその接続配管の施工 
 ・被災時の未利用エネルギーの活用（太陽熱エネルギー等） 

・ガス・電気併用のベストミックス熱源による効率運用 
・高効率機器の採用、空調設備の完備（手術室、病室） 
・低ランニングコスト、省電力 
・環境性、経済性、調理性、衛生性を考慮した厨房設備の実現 
・エネルギー使用状況の見える化 
・未利用エネルギー活用 

通常時に求められるニーズ・対策等 非常時に求められるニーズ・対策等 

システムの特長：小型コージェネレーション（停電対応機）を採用することにより、停電時には小型コージェネが医療用重要負荷や空調・照明へ給電。 

常用時はジェネライト・ＧＨＰにより省エ
ネ・省コストを実現。 

ジェネライト（停電対応機）とＧＨＰの組み
合わせにより、停電時の空調と重要負荷、
空調機、照明への給電が可能であり、エ
ネルギーセキュリティーを向上させること
が可能です。 

小型コージェネレーションシステム（停電対応機）＋ GHP 

小型コージェネレーション 
（停電対応機） 

＋ 

マルチ連結式温水器 

連結式の給湯設備であるため、ローテー
ション運転により機器の寿命を長くするこ
とが可能（資格者も不要）。屋外／屋内、
壁掛型／据置型と、設置場所に応じて、
設置方式が選べます。 

万が一、１台が故障しても連結している別
の熱源機により温水の供給が可能。 

ガス厨房設備 

厨房では、ガスの立ち上がりの早さが
重要なポイント。 

ガスコンロ、中華レンジ、ゆで麺器、フラ
イヤ、回転釜等ならば、停電時の調理も
可能です。 

GHP 

太陽熱パネル 

太陽熱利用給湯システムは自然エネルギー
を最大限に活用しつつ、不安定な自然エネ
ルギーを給湯器でバックアップすることがで
きます。 

太陽熱エネルギーによる省エネルギー、省Ｃ
Ｏ2の推進は、中小規模建物の地球温暖化
対策への一助となるといえます。 

ｼﾞｪﾈﾗｲﾄ 
（停電対応機） GHP 

給湯 

電力 

LNGボンベ 
による 
臨時供給 

冷暖房 

マルチ連結式 
温水器 

太陽熱 
ﾊﾟﾈﾙ 

温水 温水 
電力 

低圧導管 
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◆福祉施設に求められるエネルギー関連機能 

電気 

温水 

 ・耐震性のあるガス管の敷設（ＰＥ管）。 
 ・エネルギーソースの多様化（ガス・電気等で役割・リスク分散） 
 ・停電時に必要な電源の確保 
 ・夏・冬の高齢者の生活を想定した冷暖房設備の完備 
 ・被災時の未利用エネルギーの活用（太陽熱エネルギー等） 
 ・臨時供給設備及びその接続配管の施工 
 ・厨房等における食事の支給、利用可能な設備の設置と非常時の運 
  営体制 

・空調設備の完備（セントラル熱源、個別熱源） 
・低ランニングコスト、省電力 
・リース等の活用による導入時のイニシャルレス化 
・環境性、経済性、調理性、衛生性を考慮した厨房設備の実現 
・メンテナンスの外注による維持管理業務の簡素化 
・エネルギー使用状況の見える化 
・冬でも暖かな床暖房などの暖房システムの完備 
・未利用エネルギー活用による省エネの実現 

通常時に求められるニーズ・対策等 非常時に求められるニーズ・対策等 

低圧ガス（ポリエチレン管） 

ソーラークーリングシステム 

半永久的に利用できる太
陽熱エネルギーを利用し
た冷暖房システム。ナチュ
ラルチラーは太陽熱を優
先的に利用し、太陽熱が
足りない際は都市ガスで
冷暖房負荷をバックアップ。 

ガス厨房設備 

小型コージェネレーション（10kW級） 

電気主任技術者の選任が不
要で、より手軽にコージェネ
レーションのメリットが享受で
きます。インバータによる系
統連系の簡易化されており、
停電時対応も可   

ガスヒートポンプエアコン（ＧＨＰ） 

ＧＨＰは低ランニングコスト、省電
力。マルチタイプの室外機なら故
障時のバックアップ機能や負荷に
応じたローテーション運転が可能。 

福祉施設の「食」は命
に関わるため、停電が
あったとしても中断は
許されない。機器はガ
ス・電気のエネルギー
の多様化により、食事
を継続的に提供できる
体制が必要。 

臨時供給
設備 

￥ 

ソーラー 
クーリング 
熱源機 

真空式ボイラ 

システムの特長：小型コージェネ（停電対応機）により停電時も選択した負荷へ継続的に電力供給。ソーラークーリングにより太陽熱を冷暖房に活用 
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補助金を利用するにあたって 

補助金の標準的なスケジュール 

1月～3月 

通常国会 

で審議・可決 

12月 

閣議決定 

8月 

各省庁の 

概算要求 

4月～6月 

公募 

(補助金申請) 

2月～3月 

完了報告 

締切 

【平成30年度】 【平成31年度】 

補助金申請に向けた準備 

・過去の公募要件に合うか確認 

  ⇒例 導入設備が補助対象となるか、基準の省CO2率が達成されるか等 

・必要が見込まれる資料の準備 

  ⇒例 導入設備の仕様書、3社以上の見積もり等 

・実施予算の確保  ※補助金は後払いとなります。 

・工期の確認  

 

交付決定後に 

発注、工事実施 



５．平成31年度概算要求の状況 

32 
出典：経済産業省ホームページ 

防災性強化 
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出典：経済産業省ホームページ 

５．平成31年度概算要求の状況 省エネルギー 
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出典：経済産業省ホームページ 

５．平成31年度概算要求の状況 エネルギーの地産地消 
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出典：経済産業省ホームページ 

５．平成31年度概算要求の状況 燃料電池導入 
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出典：環境省ホームページ 

５．平成31年度概算要求の状況 CO2削減 
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出典：国土交通省ホームページ 

既存建築物 

省エネ街区 

サステナブル 

５．平成31年度概算要求の状況 建築物の性能向上 
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５．平成31年度概算要求の状況 

交付金の一例：地球温暖化対策施設整備事業（施設環境等の改善に関する事業の一つ） 

要旨 医療計画制度の実効性を確保し、医療提供体制強化を図る観点から、都道府県の作成
した「医療計画に基づく事業計画」により、都道府県が自主性・裁量性を発揮できる助成
制度の仕組みとして、救急医療施設、周産期医療施設等の施設整備を国が支援する(交
付金)。 

事業対象 １．医療計画等の推進に関する事業・・・21事業 
２．施設環境等の改善に関する事業・・・8事業 
３．医療従事者の養成力の充実等に関する事業・・・2事業 

交付の流
れ 

都道府県は「医療計画に基づく事業計画」を策定、国が事業計画を確認し交付金を交付 

地球温暖化対策施設整備事業 

主な要件 
整備の結果、当該病院等において温室効果ガス総排出量が 
整備前よりも減少すること(整備例：高効率熱源機器の導入整備) 

対象経費 地球温暖化対策に資する整備に必要な工事費または工事請負費 

基準額(交付額) 96,686千円/箇所 

補助率 1/3（東京都は2/3） 

対象事業者 
日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、全国構成農業共同組合連合会、社会福祉法人北海道社会事業協会、 
国民健康保険組合、国民健康保険団体連合会、民間事業者 

事業対象は都道府県ごとに異
なるため確認が必要 

※内容は、H30年度予算説明資料より抜粋して作成 

H31年度 概算要求7,600百万円(3,242百万円) ■ 医療提供体制施設整備交付金(厚労省) 
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１．コージェネレーションは、省エネ（≒省CO2） ・省コスト、災害時のセキュリティ

向上、電力ピーク対策（ピークの低減）といった特長を有している。 

 

２．エネルギー・環境政策においてコージェネの有用性が記載されており、ますま

す重要な位置づけになっていくと想定される。 

 

３．災害時にコージェネレーションが活躍する事例が確認され、防災性向上の機

運が高まり、医療・福祉施設へのコージェネレーション導入が全国大で広まっ

ている。 

 

４．補助金等を有効活用することで、よりコージェネの導入拡大が可能になる。 

まとめ 
６．まとめ 
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